
令和３年度 東海農政局入札等監視委員会 第 2 回定例会議 審議概要 

                                       （Web 掲載：令和３年 11 月 19 日） 

開催日および場所 令和 3 年 9 月 2２日（水曜日） 東海農政局 第１会議室 

委員 

 

川合 伸子（弁護士）、内藤 公士（公認会計士・税理士）、 

豊田 雄二郎（中日新聞社論説委員）、 

審議対象期間 令和３年 4 月 1 日～6 月３0 日 

審議対象案件 

 

   １20 件 

 新規 111（うち、1 者応札案件 26 件） 

         （うち契約の相手方が公益社団法人等の案件 0 件） 

         変更  9（うち、当初１者応札案件 1 件） 

抽出案件 

 

 

   ５件（新規 3、変更 2） （抽出率 4.2％） 

 うち、当初 1 者応札案件 4 件 （抽出率 14.8％） 

         契約の相手方が公益社団法人等の案件 0 件（抽出率 0％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抽 

出 

案 

件 

内 

訳 

 

 

 

 

 

工事 

 

 

 

 

 

一般競争 

 

    1 件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

指 

名 

競 

争 

 

公募型指名競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

工事希望型競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

その他の指名競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

随意契約 

 

   1 件  うち、１者応札案件 1 件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務 

 

一般競争 

 

    1 件  うち、1 者応札（提案）案件１件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

指 

名

競 

争 

 

公募型競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

簡易公募型競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

その他の指名競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

 

公募型プロポーザル 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 



 

 

 

随 

意 

契 

約 

 

簡易公募型プロポーザル     １件  うち、１者応札（提案）案件 1 件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

標準型プロポーザル 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

その他の随意契約 

 

   ０件  うち、１者応札案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

 

物品・ 

役 務

等 

 

 

一般競争 

 

    1 件  うち、１者応札（提案）案件 1 件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件 0 件 

指名競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

随意契約（企画競争・公募） 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

その他の随意契約 

 

     0 件  うち、１者応札案件 0 件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

（特記事項） 

 

 
 
 
委員から
の意見・質
問、それに
対する回
答等 

 

 
意見・質問 

 
回答等 

１  矢作川総合第二期地区 

「明治本流（下流部）耐震化対策 

明治川神社工区その 2 工事」（当

初） 

 

・１２者の参加者があり、通常より

多いが、要因は何か。 

 

 

 

・評価点の差を金額で逆転しようと

すると、相当の金額を下げなけれ

ばならないが、企業の技術力に大

きな差があるのか。 

 

 

 

 

 

 

 

・公告時期が２月１９日と早かったこと、工事規模が大

きく、利益が見込める工事規模であったこと、工事内容

が既設水路に鋼管を据え付ける工事で、技術的にも確立

された工法であったことの３点と考える。 

 

・建設業者の育成や発展のため、総合評価落札方式では

価格だけでなく、企業と技術者を評価している。優良工

事表彰の実績や地域貢献活動や週休二日に積極的に取

り組んでいるかなど評価しており、こうした評価に差が

ある場合は、金額では逆転できない場合もある。 

 

２ 新濃尾（二期）地区 

 「新木津用水路春日井大手工区

その１工事」(第 3 回変更) 

 

・一般競争入札や指名競争入札をし

ても参加者が少ないのであれば、

次年度に発注するということはで

きないか。 

 

 

 

 

 

・予算は単年度で執行するのが基本であり、やむを得な

い場合に繰り越しを行うことができる。本工事は繰り越

し予算が入っており、次年度へ繰り越しが困難なことか

ら、不用を出さないように施工延長を短くするなど工事

内容を見直して発注したものである。 



 

・参加者が少ない理由として技術的

に困難ということがあるのか。 

 

・早期発注にすれば一般競争入札で

も発注できたか。 

 

 

・水路の両脇に民家があるなど住宅密集地の工事である

ことから、現場条件は厳しいものと考える。 

 

・発注できた可能性はある。 

 

３ 濃尾（二期）農地防災事業 

 「現場技術その３業務」（第 1

回変更） 

 

・８者ほどダウンロードしている

が、１者応札になる要因は何か。 

 

 

 

 

 

 

・本業務は、現場事務所に技術者を張り付けることにな

るので、他の業務との兼ね合いから入札に参加しない

業者が多かったものと考える。 

 

４ 矢作川総合第二期地区 

 「令和 3 年度生態系モニタリ

ング業務」（当初） 

 

・本業務の内容では、１者応札はや

むを得ないものなのか。 

 

 

 

・生態系調査と農村環境づくりを分

割して発注はできないか。 

 

 

・複数年の業務として発注できない

か。 

 

 

・今後の契約方式は随意契約にする

ことを考えられないか。 

 

 

 

 

 

 

・本業務は平成３０年度から実施しているが、過年度は

２～３者が入札に参加していた。生態系の調査はどこの

コンサルでも問題ないと考えるが、「住民参加による農

村環境づくり」の部分は多少の知見が必要と考える。 

 

・生態系調査の結果を踏まえて、農村環境づくりを考え

る必要があるので、一体で発注した方がやりやすいもの

と考える。 

 

・複数年の業務にした方が効率的であると考えるが、基

本的に業務の国庫債務負担行為は認められていない状

況である。 

 

・この会社しかできないという内容ではないこと、競争

させた方が良い内容になると考えられることから、簡易

公募型プロポーザル方式で考えたい。 

 

５ 令和 3 年度 

「一般定期健康診断等検査業務」 

 

・1 者応札であるが、当該業者でし

かできない特殊性があるのか。 

 

 

・落札率が１００％となっているが

その理由は何か。 

 

 

 

・検診車による検診を前提としてい

るが、検診施設に受診しに行くこ

 

 

 

・当該業者が前年度も落札し契約しているが、特殊性は

ない。前々年度までは複数の入札参加があったが、今回

はほかに参加者がなく 1 者となった。 

 

・予定価格の積算に際し、参考見積を 3 者から徴取し、

最低価格を予定価格に採用している。今回の落札者は最

低価格として採用した価格の業者が、同じ価格で応札し

てきたため１００％の落札率となった。 

 

・岐阜県と三重県の庁舎に勤務する職員も検診対象であ

り、名古屋の検診施設で受診することとなった場合は一



とはできないのか。 

 

 

日がかりになることから、検診車により受診できること

が必要となる。 

  委員会による意見の具申又は勧告の内容       

〔これらに対し部局長が講じた措置〕 
 

 特になし 

    － 

事務局：東海農政局総務課 
 (注) 公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び 
  公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条第１項に規定する特例社団法人又は 
  特例財団法人を含む。）をいう。 

 


